
 

呉地域 循環型社会形成推進地域計画 

 

広 島 県    呉 市 

平成 21 年 1 月 19 日 

平成 23 年 6 月 3 日変更 

 
 

１．地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

(１)対象地域 

構成市町村名 ： 呉市（添付資料 1 参照） 

面    積 ： 353.74 ｋｍ 2（平成 19 年全国都道府県市区町村別面積調） 

人    口 ： 251,008 人（平成 20 年 3 月 31 日現在 外国人含む） 
 

(２)計画期間 

本計画は，平成 21 年 4 月 1 日から平成 27 年 3 月 31 日までの 6 年間を計画期間と

する。なお，目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ，必要な場合には計画の見

直しを行うものとする。 

 

(３)基本的な方向 

呉地域（以下「本地域」という。）は広島県の西南部に位置し，東西 38.7km，南北 33.1km，

総面積 353.74 ｋｍ２を有している。本地域は，瀬戸内海に面しており，平坦な土地が尐

なく, 市街地は背後にそびえる灰ヶ峰から海まで張り出した休山山塊によって分断され，東

部は野呂山によって分断された特異な地形をしている。また市域の３割は島しょ部で，こ

れらを含めた海岸線の総延長は 298.3km に及び，西日本有数の多島美を誇る風光明媚な

地勢を有している。 

本市域のごみ処理に関しては，平成 19 年 3 月に｢呉市一般廃棄物処理基本計画[ごみ処

理基本計画]｣を改訂し，循環型社会形成に向けて各種事業に取り組んでいるところである。 

家庭ごみのうち，可燃ごみについては焼却処理，丌燃ごみ及び粗大ごみについては破砕・

選別等の中間処理を行ったのち，必要最小限の埋立物を最終処分している。また，｢容器包

装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律｣の趣旨に鑑み，古紙類，びん類，缶

類，ペットボトル及び白色トレイは再生資源物として別途，分別収集している。 

今後のごみ処理の方針としては，ごみの発生抑制を第一の目標とするため，家庭系廃棄

物については，なるべくごみの出ないライフスタイルに見直し，事業系廃棄物については，

事業者責任の徹底を啓発・指導することにより，循環型社会の構築を図るものとする。 

減量化及び再資源化に努めても，なお排出される廃棄物については中間処理を行った上

で最終処分する必要があるが，現埋立処理場の終了時期が迫っているため，代替最終処分

場の整備が急務となっている。 
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２．循環型社会形成推進のための現状と目標 

(１)一般廃棄物の処理の現状 

平成 19 年度の一般廃棄物の排出・処理状況は図 1 に示すとおりである。 

総排出量は，集団回収量も含め 103,998 トンであり，再生利用される「総資源化量」

は 21,039 トン，リサイクル率（＝(直接資源化量＋中間処理後の再生利用量＋集団回収量)

／(ごみの総処理量＋集団回収量)）は 20.2％である。 

中間処理（焼却処理等)による減量化量は 73,369 トンであり，集団回収量を除いた排出

量の概ね 75.6％に相当する。また，集団回収量を除いた排出量の 9.9％に当たる 9,590

トンを埋立処分している。 

 

H19

集団回収量 総資源化量

6,868 t 21,039 t

※2

※1

処理残渣量

23,713 t ※3

排　出　量 計画処理量 (24.4%)

97,130 t 97,130 t

(100.0%) 減量化量

73,369 t

自家処理量 (75.6%) 最終処分量

- t 9,590 t

( - ％) (9.9%)

9,542 t

(9.8%)

処理後再生利用量

14,171 t

(14.6%)

処理後最終処分量

48 t

(0.0%)

直接資源化量

中間処理量

直接最終処分量

- t

( - ％)

97,082 t

(100.0%)

 
 

※1 処理残渣量 ：焼却残渣等 9,382t＋破砕残渣 160t＋資源物 12, 966t+委託物 1,205t 

※2 処理後再生利用量 ：施設での資源物 12,966t+委託物 1,205t 

※3 処理後の最終処分量 ：焼却残渣等 9,382t＋破砕残渣 160t 

 

図 1 一般廃棄物の排出・処理状況フロー（平成１９年度） 
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(２)一般廃棄物等の処理の目標 

本計画の計画期間中においては，廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指すため，

表１のとおり目標量について定め，それぞれの施策に取り組んでいくものとする。 

なお，現状と将来のトレンドグラフについては添付資料２，現状と将来の処理内訳につ

いては添付資料３参照とする。 

 

表１ 減量化，再生利用に関する現状と目標 

指 標・単 位 
実 績(割合※1) 現 状(割合※1) 目 標(割合※1) 

(平成 27 年度) (平成 15 年度) (平成 19 年度) 

排出量 事業系 総排出量 

 1 事業所当たりの排出量※2 

家庭系 総排出量 

 1 人当たりの排出量※3 

合 計 事業系＋家庭系 

41,493トン 

3.36トン/事業所 

69,434トン 

193kg/人･年 

110,927トン 

36,307トン 

3.19トン/事業所 

60,823トン 

159kg/人･年 

97,130トン 

35,269トン(-2.9％) 

3.66トン/事業所 

51,217トン(-15.8％) 

126kg/人･年 

86,486トン(-11.0％) 

再生利用量 直接資源化量 

総資源化量 

熱回収量 

（年間の発電電力量） 

- トン( - ％) 

19,515トン(16.7％) 

約 33,364 MWh 

-トン( - ％) 

21,039トン(20.2％) 

約 32,552 MWh 

- トン( - ％) 

21,181トン(22.7％) 

約 27,000 MWh 

減量化量 中間処理による減量化量 77,946トン(70.3％)  73,369トン(75.6％) 62,909トン(72.7％) 

最終処分量 埋立最終処分量 19,163トン(17.3％) 9,590トン(9.9％)     9,291トン(10.7％) 
 

※1 排出量は現状（H19）に対する割合，総資源化量は各年のリサイクル率，その他は各年の排出量に対

する割合。 

※2 (1 事業所当たりの排出量)＝｛(事業ごみの総排出量)－(事業ごみの資源回収量)｝／(事業所数) 

  ・事業所数は過去の実績に基づく推計より，H18：11,616 所（実績），H27：9,616 所（推計）とする。 

・H15：（41,493t－98t）／12,325 事業所＝3.36t 

  ・H19：（36,307t－62t）／11,375 事業所＝3.19t 

  ・H27：（35,269t－62t）／9,616 事業所＝3.66t 

※ 3 (1 人当たりの排出量)＝｛(家庭ごみの総排出量)－(家庭ごみからの資源回収量)｝／(人口) 

  ・H15：（69,434t－19,417t）／259,098 人＝193kg 

  ・H19：（60,823t－20,977t）／251,008 人＝159kg 

  ・H27：（51,217t－21,119t）／238,862 人＝126kg 

《指標の定義》 

排 出 量 ：事業系ごみ，生活系ごみを問わず，出されたごみの量（集団回収されたごみを除く）[単位:t] 

再生利用量 ：集団回収量，直接資源化量，中間処理後の再生利用量の和[単位:t] 

熱 回 収 量 ：熱回収施設において発電された年間の発電電力量[単位:MWh] 

減 量 化 量 ：中間処理量と処理後の残渣量の差[単位:t] 

最終処分量 ：埋立処分された量[単位:t] 

人 口 ：H19 は 251,008 人（実績），H27 は 238,862 人（推計）とする。 
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H27推計

集団回収量 総資源化量

6,895 t 21,181 t

※2

※1

処理残渣量

23,511 t ※3

排　出　量 計画処理量 (27.2%)

86,486 t 86,486 t

(100.0%) 減量化量

62,909 t

自家処理量 (72.7%) 最終処分量

- t 9,291 t

( - ％) (10.7%)

9,225 t

(10.7%)

処理後再生利用量

14,286 t

(16.5%)

処理後最終処分量

66 t

(0.1%)

直接資源化量

中間処理量

直接最終処分量

- t

( - ％)

86,420 t

(99.9%)

 
 

※1 処理残渣量 ：焼却残渣等 7,380t＋破砕埋立物 1,845t＋資源物 13,924+委託物 362t 

※2 処理後再生利用量 ：施設での資源物 13,924+委託物 362t 

※3 処理後の最終処分量 ：焼却残渣等 7,380t＋破砕埋立物 1,845t 

 

図２ 目標達成時の一般廃棄物の排出・処理状況フロー（平成２７年度） 
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３．施策の内容 

(１)発生抑制，再使用の推進 

ア．有料化 

ごみ減量化や再生資源物の分別を促進するため，平成 16 年 10 月から合併地域を除く

地域で指定袋及び指定シール制度による家庭ごみの有料化を開始している。 

平成 15 年 4 月から平成 17 年 3 月にかけて呉市と周辺８町とで合併をしたが，激変緩

和のため指定袋やごみの分別方法など家庭ごみの処理は合併以前の方法を踏襲してきた。 

平成 20 年４月からは指定袋の料金を改定するとともに，分別品目や指定袋等によるご

み出しルールを呉市全域で統一することにより，更なるごみ排出抑制及び再資源化の推進

に努めているところである。 

 

イ．環境教育，普及啓発，助成 

① 環境教育 

子どものうちから環境に対する意識を根付かせるため，本市職員が小・中学校に出向い

て「出前環境講座」を開くことにより，ごみの減量化やリサイクルについてレクチャーし

ている。また，ごみ処理施設の見学機会を設けることにより，家庭ごみの行方について実

際に学習する機会を設けている。 

今後も，ごみの減量化に関する意識を醸成するため，学校や地域社会の場において，環

境学習やごみ処理施設の見学など環境教育の充実を図っていく。 

② 普及啓発 

希望する団体や企業に対して職員を派遣する「出前トーク」，広報誌，ホームページ及

びパンフレット等により，ごみの現状，減量化等についての意識啓発をしている。また，

地球温暖化対策地域協議会にも位置づけされている「くれ環境市民の会」を設立し，市民・

事業者とのパートナーシップ組織のもと様々な活動に取り組んでいる。 

今後は，自治会をはじめとした住民団体と協働し，ごみの適正排出，資源化等について

普及啓発を行っていく。 

③ 助成制度の推進 

継続的に古紙類・びん類・缶類等の再生資源物を回収している団体に対して報償金を交

付し，資源有効活用に寄不する団体を側面的に支援している。今後も，本制度を継続し資

源の有効活用に努めていく。 

また，電気式生ごみ処理機器の購入所帯にも補助制度を設けており，本制度を継続する

ことで家庭内での生ごみの減量化・堆肥化を更に推進していく。 
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ウ．マイバック運動・レジ袋対策 

従来，「くれ環境市民の会」と連携して，マイバック持参運動やレジ袋削減キャンペー

ンである“チーム・オーバーハーフ”に取り組んできた。その結果，レジ袋削減ステッカ

ー貼付協力店が 343 店舗になり，キャンペーン期間のレジ袋削減効果が 101 ㎏-CO2 と

なっている。（数値はいずれも平成 19 年度） 

今年度は，｢呉市マイバッグ持参率向上推進会議｣を設立して，来年度からレジ袋の有料

化を進めていく予定としている。レジ袋の有料化が，使用枚数を減らすためのインセンテ

ィブとなり，更なるごみの減量化及び環境負荷の低減に繋がることに期待するものである。 

 

エ．溶融スラグの有効利用 

本市のごみ焼却工場「クリーンセンターくれ」では，焼却灰を更に約 1,300℃の高温で

溶融し，それを水で冷却することにより溶融スラグを生成している。この溶融スラグを道

路用骨材若しくはコンクリート用骨材に有効活用するため，「呉市溶融スラグ活用検討委

員会」を立ち上げ，実用化を目途として様々な角度から研究・検証しているところである。  

 

 (２)処理体制 

ア．家庭ごみの処理体制の現状と今後 

分別区分及び処理方法については，表２のとおりである。 

各地区（旧市町単位）で分別区分に違いがあったが，平成 20 年 4 月から市内全域で分

別区分を統一している。 

 

イ．事業系一般廃棄物の処理体制の現状と今後 

事業ごみについては，従量制によりごみ処理手数料を徴収することを基本としている。

しかし，施設により徴収額が統一されていなかったため，平成 20 年１０月から手数料を

改定すると共に適正化を図っている。 

なお，多量排出事業者や収集運搬許可業者に対し，分別徹底や排出抑制を指導していく。 

 

 

ウ．今後の処理体制の要点 

◆ 溶融スラグの有効利用を図っていく。 

◆ 新たに最終処分場を整備する。 

◆ 現在 3 ヶ所ある焼却施設の一元化を図っていく。 
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表２ 本地域の家庭ごみの分別区分と処理方法の現状と今後 

 

処理 処理実績 処理 処理実績 処理 処理実績 処理 処理実績 処理 処理実績

方法 (t/年) 方法 (t/年) 方法 (t/年) 方法 (t/年) 方法 (t/年)

クリーンセンターくれ

35,917 4,573 828 2,707 999 45,024 焼却 日附環境美化センター 35,084

芸予環境衛生センター

クリーンセンターくれ

芸予環境衛生センター

クリーンセンターくれ

芸予環境衛生センター

古
紙

ﾘｻｲｸﾙ
呉市

資源化施設
6,573 ﾘｻｲｸﾙ

日附環境
美化センター

149 ﾘｻｲｸﾙ
蒲刈清掃
センター

不燃ごみ
に含む

ﾘｻｲｸﾙ
安浦清掃
センター

331 - - - 7,053
古
紙

9,164

ビ
ン

ﾘｻｲｸﾙ
日附環境

美化センター
不燃ごみ
に含む

- - - - - - ﾘｻｲｸﾙ
芸予環境衛生

センター
不燃ごみ
に含む

ビ
ン

缶 ﾘｻｲｸﾙ
呉市

資源化施設
2,379 ﾘｻｲｸﾙ

日附環境
美化センター

不燃ごみ
に含む

ﾘｻｲｸﾙ
蒲刈清掃
センター

不燃ごみ
に含む

- - - - - - 缶 2,919

ペ
ッ

ト

ボ
ト
ル

ﾘｻｲｸﾙ
日附環境

美化センター
38 ﾘｻｲｸﾙ

蒲刈清掃
センター

不燃ごみ
に含む

ﾘｻｲｸﾙ
呉市

資源化施設
7 - - -

ペ
ッ

ト

ボ
ト
ル

白
色

ト
レ
イ

ﾘｻｲｸﾙ
呉市

資源化施設
3 - - - - - - - - - - - - 3

白
色

ト
レ
イ

4

有
害
ご
み
･

危
険
ご
み

ﾘｻｲｸﾙ
呉市

資源化施設
246 ﾘｻｲｸﾙ

日附環境
美化センター

不燃ごみ
に含む

- - - - - ﾘｻｲｸﾙ
芸予環境衛生

センター
不燃ごみ
に含む

246

有
害
ご
み
･

危
険
ご
み

289

芸予環境衛生
センター

（旧）豊浜・豊町

焼却

可
燃
ご
み

分
別

区
分

処理実績
合計

(ｔ/年)

現　　状（H19年度）

（旧）下蒲刈・蒲刈町

今後（H27年度）

処理方法
処理実績
(t/年)

施設名
施設名施設名

（旧）安浦町

施設名

（旧）音戸・倉橋町

施設名

可
燃
ご
み

焼却
ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ

くれ

（旧）呉市・川尻町

分
別

区
分

施設名

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ
くれ

焼却

不
燃
ご
み

選別･
破砕

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ
くれ

焼却

1,960
選別・

委託処分
525

選別・
委託処分

選別・
委託処分

蒲刈清掃
センター

焼却
日附環境

美化センター
ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ

くれ

日附環境
美化センター

485
選別・

委託処分
蒲刈清掃
センター

粗
大
ご
み

45
選別・

委託処分
安浦清掃
センター

選別･
破砕

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ
くれ

1,384
選別・

委託処分
日附環境

美化センター
564 335

選別・
委託処分

328
安浦清掃
センター

不
燃
ご
み

3,421

324

選別・
委託処分

芸予環境衛生
センター

123

芸予環境衛生
センター

2,424

2,652

粗
大
ご
み

選別･
破砕

ﾘｻｲｸﾙ 呉市資源化施設

選別･
破砕

2,263

1,494

(一部資源物
含む)
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(３)処理施設の整備 

ア．廃棄物処理施設 

上記（２）で示した分別区分及び処理体制を行うため，表３に示すとおり必要な施設整備を行

う。 

なお，現有施設の概要（施設名，種類，処理する廃棄物，処理能力，所在地，竣工年等）を整

理したものは表４に示すとおりである。 

 
 

表３ 整備する処理施設 

事業番号 施設整備種類 事業名 処理能力 設置予定地 事業期間 

1 最終処分場 
呉市一般廃棄物最

終処分場整備事業 
2 ０２,５ 0 ０ｍ３ 呉市焼山町打田 H23～H26 

 
（整備理由） 

事業番号１ 現埋立処理場は，平成 22 年３月を以て廃棄物の受入を終了するため，可能なか

ぎり早期に新たな最終処分場の整備が必要である。 
 
 

図３ 建設予定地と処理施設の現状 
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新最終処分場 
建設予定地 

新最終処分場 

● 焼却施設 

○ 中継施設 

△ 選別等施設 

▲ 保管施設 

□ 最終処分場 



 

 
表４ 現有施設の概要 

施設名 種類 対象廃棄物 処理能力 所在地 竣工年度 

クリーンセンターくれ 

焼却 可燃ごみ 380t/日 
呉市広多賀谷 
３丁目９番３号 

H14 
選別・破砕 

丌燃ごみ 
粗大ごみ 

55t/日 

日附環境美化センター 

焼却 可燃ごみ 31t/日 

呉市音戸町渡子 
１丁目５番 25 号 

H 7 選別・圧縮 
丌燃ごみ 
粗大ごみ 
資源物 

0.3t/日 

日附環境美化センター 

古紙ストックヤード 
一時保管 資源物 275m2 

芸予環境衛生センター 

焼却 可燃ごみ 7t/日 

呉市豊町大長小柳 
6329 番地の 1 

H 9 
選別・圧縮 

丌燃ごみ 
粗大ごみ 
資源物 

0.2t/日 

芸予環境衛生センター 

ストックヤード 
一時保管 資源物 2,717m2 H15 

東部中継センター - 可燃ごみ 30t/日 
呉市川尻町水落 
1018 番地
18-45 他 

H15 

呉市資源化施設 選別・圧縮 資源物 4t/日 

呉市広多賀谷 
３丁目地先 

H12 

呉市カレットストック
ヤード 

一時保管 資源物 196m2 H10 

呉市缶類資源化施設 一時保管 資源物 400m2 H12 

呉市紙類ストックヤー
ド 

一時保管 資源物 389m2 H12 

呉市ペットボトルスト
ックヤード 

一時保管 資源物 200m2 H12 

蒲刈清掃センター 
選別・ 
一時保管 

丌燃ごみ 
粗大ごみ 
資源物 

0.1t/日 
呉市蒲刈町 
田戸大信 1066-4 

S52 

安浦清掃センター 
選別・ 
一時保管 

丌燃ごみ 
粗大ごみ 
資源物 

1t/日 
呉市安浦町 
水尻 2-10-14 

S58 

呉市埋立処理場 埋立 
焼却残渣 
破砕物 

1,003,010m3 
呉市広多賀谷 
３丁目地先 

S62 
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(４)施設整備に関する計画支援事業 

ア．廃棄物処理施設 

（３）アの施設整備に先立ち，表 5 のとおり計画支援事業を行う。 

 

表５ 実施する計画支援事業 

事業番号 事業名 事業内容 事業期間 

31 

呉市一般廃棄物最終処分場整備事業（事
業番号１）に係る地形測量・地質調査事業 

地形測量・地質調査 H21～H22 

呉市一般廃棄物最終処分場整備事業（事
業番号１）に係る生活環境影響調査事業 

生活環境影響調査 H21～H22 

呉市一般廃棄物最終処場整備事業（事業
番号１）に係る PFI 導入可能性調査等事業 

PFI 導入可能性調査等 H21～H22 

呉市一般廃棄物最終処場整備事業（事業
番号１）に係る設計事業 

設計 H23～H24 

 

 (５)その他の施策 

その他，地域の循環型社会を形成する上で，次の施策を実施していく。 

 

ア．廃家電のリサイクルに関する普及啓発 

廃家電のリサイクルについては，｢特定家庭用機器再商品化法｣に基づく，適正な回収，再商品

化が行われるよう，小売店や市民に対して普及啓発を行う。 

 

イ．不法投棄対策 

丌法投棄防止については，広報による啓発や丌法投棄監視パトロール，カメラによる監視を継

続して行う。また，ごみが丌法投棄されやすい場所に防止看板を設置するなど，ごみを捨てにく

い環境をつくる。 

 

ウ．災害時の廃棄物処理に関する事項 

災害時に発生する廃棄物については，「呉市地域防災計画」に従い適正処理を行う。 

その概略は，以下のとおり。 

被災直後の一次対策として，市民は分別排出し，行政は収集運搬・処理を行う。短期間で多量

のごみを処理することができない場合は，公有地等を臨時のごみ保管場所として確保し，迅速か

つ適切に処理する。保管場所は，行政区域内に均一に分散させるとともに，海上輸送を容易に行

うため，臨海地等に確保する。 

二次対策として，臨時保管場所に搬入したごみをごみ処理施設及び埋立処分場へ適宜運搬，処

理を行う。 
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三次対策として，建築物の解体等により発生する一般廃棄物を計画的に分別収集，運搬及び処

分を行う。 

 

４．計画のフォローアップと事後評価 

(１)計画のフォローアップ 

本地域では，毎年，計画の進捗状況を把握し，その結果を公表するとともに，必要に応じて広

島県及び国と意見交換をしつつ，計画の進捗状況を勘案し，計画の見直しを行う。 

 

(２)事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後，処理状況の把握を行い，その結果が取りまとまった時点で計画の事後評価，

目標達成状況の評価を行う。 

また，評価の結果を公表するとともに，評価結果を次期計画策定に反映させるものとする。 

なお，計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ，必要に応じて計画を見直すものとす

る。 

 

 
● 添付資料１：位置図 

● 添付資料２：現状と将来のトレンドグラフ 

● 添付資料３：現状と将来の処理内訳 
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